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市立井田病院では、第１期竣工による平成 24 年５月の新棟一部開院に伴い、以降、

レストラン、売店、喫茶店等の各事業者に対し、行政財産の目的外使用許可などを行

い、その使用料等とともに、別途光熱水費を実費徴収してきた。 

しかしながら、平成 29 年度において、当該光熱水費の一部未請求が判明し、その

後の病院局における不適切ともとれる処理・対応が、令和２年決算審査特別委員会に

て議論されたところである。 

本意見書は、令和２年 10 月 23 日付けによる病院事業管理者からの市長宛の検証依

頼〈参考資料１〉を受け、総務企画局において、法律・財務・行政実務に関する外部

有識者を含めた検証体制〈参考資料２〉を構築し、本事案の発生及び病院局の処理・

対応の妥当性について、当該有識者の意見をとりまとめたものである。

１ 事実経過

年 月日 相手方 内容 

平成 21 年 7月 － 新棟第１期工事着工 

平成 23 年 10 月 14 日 － 新棟一部開院に向けて、レストラン、売店、喫茶

店各事業者について、公募開始 

平成 24 年 1月 － 新棟第１期竣工 

1 月 24 日 － レストラン、売店、喫茶店各事業者を選定 

3 月 － 選定された喫茶店事業者が辞退を表明。公募で次

点となった事業者と協議を開始 

5 月 1 日 － 新棟一部開院 

ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 レストラン事業者 営業開始（行政財産使用許可） 

旧売店事業者 売店事業者 営業開始（行政財産使用許可） 

7 月 30 日 旧喫茶店事業者 喫茶店事業者 営業開始（行政財産使用許可） 

平成 26 年 12 月 － 新棟第２期竣工 

平成 27 年 4月 1日 － 新棟全面開院 

平成 29 年 6月 28 日 － レストラン、売店、喫茶店各事業者について、公

募開始 

8 月 10 日 － レストラン、売店、喫茶店各事業者を選定 

10 月 1日 喫茶店事業者 喫茶店事業者 営業開始（賃貸借契約） 

10 月 28 日 売店事業者 事業者の更新時に新規の売店事業者からの照会が

発端となり、電力量計（一般動力）が存在するこ

と、これが未検定品であること、その料金の請求

が漏れていることが判明 

設備・光熱水費等の調査を開始 

11 月 1日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 レストラン事業者 営業開始（行政財産使用許可） 

売店事業者 売店事業者 営業開始（行政財産使用許可） 
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年 月日 相手方 内容 

平成 29 年 12 月 13 日 病院局経理担当 電力量計（一般動力）に関する事案についての報

告及び相談 

12 月 21 日 病院局長 電力量計（一般動力）に関する事案についての報

告 ⇒請求すること。回収できなかったら公表せ

ざるを得ない。 

12 月 26 日 旧売店事業者 電気料金（一般動力）についての請求漏れの謝罪

及び追加請求の説明 12 月 27 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 

平成 30 年 1月 4日 温水メーター

(給湯分)設置事

業者 

工事施工業者 

ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 

温水メーター（給湯分）が存在すること、水道料

金及び下水道使用料（以下「水道料金等」とい

う。）の請求が漏れていることが判明。また、井田

病院新棟第２期工事が竣工された平成 26 年 11 月

までのレストランの使用水量が異常に多い値を示

していたことが判明したため、温水メーター（給

湯分）設置事業者、工事施工業者、レストラン事

業者に調査を依頼（原因は特定できず。） 

1 月上旬 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 

新旧売店事業者 

新旧喫茶店事業

者 

光熱水費の調査を行っている中で、水道料金等の

請求額に誤りがあることが判明〈参考資料３〉 

1 月 18 日 喫茶店事業者 水道料金等の請求額の誤りについての謝罪、追加

請求（1,940 円）の説明 

⇒納付済み 

1 月 23 日 病院局長 水道料金等に関する事案についての報告 

1 月 24 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 事業者からの、電気料金（一般動力）について支

払意思がない旨の文書の提出〈参考資料４〉 

水道料金等（給湯分）についての請求漏れの謝

罪、追加請求の説明 

旧売店事業者 水道料金等（給湯分）についての請求漏れの謝

罪、追加請求の説明 

1 月 26 日 旧喫茶店事業者 水道料金等の請求額の誤りを説明。支払いを依頼

し、応じる意向を確認。 

1 月下旬 売店事業者 売店事業者からの電力使用量についての疑義の提

示 

1 月 31 日 病院局経理担当 レストラン事業者に対する今後の対応の相談 
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年 月日 相手方 内容 

平成 30 年 2月 8日 電力量計設置事

業者 

電力量計設置事業者による点検の結果、電力量計

（一般動力）は、同事業者の合成変成比率の設定

誤りにより、5倍の数値が表示されていることが

判明 

まちづくり局 設備、電力量計についての調査を依頼 

2 月 22 日 病院局長 電力量計（一般動力）の設定誤りと今後の対応に

ついての報告 

2 月 23 日 電力量計設置事

業者 

電力量計（一般動力）設置事業者からの顛末書の

提出 

2 月 23 日 売店事業者 電気料金（一般動力）過大徴収分（385,394 円）

を返金 

2 月 27 日 旧喫茶店事業者 事業者からの水道料金等の請求漏れに関する消滅

時効が 5年であることについての確認の要求 

3 月 9 日 まちづくり局 電力量計（保安電灯、保安動力）が存在するこ

と、これが未検定品であること、その料金の請求

が漏れていること、電力量計（保安動力）は、合

成変成比率の設定誤りにより、5倍の数値が表示

されていることが判明 

3 月 13 日 旧喫茶店事業者 事業者からの水道料金等の請求漏れに関する消滅

時効が 2年であることについての確認の要求 

3 月 15 日 病院局長 電力量計（保安電灯、保安動力）の存在、未検定

電力量計による請求の検証、レストランの対応方

針案についての報告 

ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 請求方針が示されるまで営業時間を短縮したい

旨、文書で依頼あり。以降、事業者との協議は一

旦停止し、設備光熱水費の再調査を開始 

4 月 12 日 病院局長 現状及び今後の対応方針についての報告・相談 

⇒来週を目途に副市長に報告すること。 

各事業者が負担すべき光熱水費を遡及して請求

すること。 

レストランについては運営スキームを検討する

こと。 

未検定電力量計を検定品へ更新すること。 

4 月 27 日 副市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

5 月 8 日 市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

6 月 26 日 病院局経理担当 消滅時効を不当利得による 10年として全額請求す

る方向性についての確認 
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年 月日 相手方 内容 

平成 30 年 6月 28 日 病院局長 現状及び今後の対応方針についての報告・相談 

⇒消滅時効を不当利得による 10 年とすることを前

提に、全額請求を行う。 

7 月 6 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 平成 30 年度の行政財産使用許可の諸条件等を井田

病院より提案。経過、未請求金額等を説明し、支

払を依頼〈参考資料５〉 

8 月 1 日 旧売店事業者 経過報告の上、金額を提示し、支払について検討

を依頼 

⇒支払に応じる意向を確認 

8 月 15 日 旧喫茶店事業者 消滅時効を 10年として再度金額を提示し、支払を

要求。事業者から消滅時効 5年の適用が妥当との

見解を示される。 

8 月 23 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 事業者から支払意思がない旨、文書回答 

〈参考資料６〉 

8 月 28 日 旧売店事業者 依頼文及び納入通知書を送付（1,657,316 円） 

9 月 4 日 病院局経理担当 レストラン事業者対応の経過報告及び今後の対応

方針についての相談 

⇒時効・請求方法・訴訟等提起について 

9 月 4 日 病院局長 レストラン事業者対応の経過報告 

9 月 26 日 旧喫茶店事業者 支払を求めるも、消滅時効を 10 年とすることにつ

いて事業者の理解を得られず。 

10 月 25 日 旧売店事業者 未請求分の光熱水費（1,657,316 円）納付 

11 月 7日 副市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

11 月 20 日 市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

11 月 26 日 病院局庶務課 平成 31 年第 1回市議会定例会に提出する議案につ

いての相談（未請求分の光熱水費についての調停

の申立て等） 

11 月 29 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 平成 30 年度の行政財産使用許可の諸条件等を井田

病院より再提案〈参考資料７〉。支払に応じられな

い場合、民事調停・訴訟による解決を提案 

12 月 25 日 病院局長 現状及び今後の対応方針についての報告・相談 

⇒11 月 29 日付けの提案について、レストラン事

業者からの回答が無いため、3月議会に諮るこ

とが難しいこと、その場合、全体スケジュール

が約 3か月遅れることを報告。その他、光熱水

費の請求額や、民事調停か訴訟かなどについて

の相談 
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年 月日 相手方 内容 

平成 30 年 12 月 25 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 事業者から支払に応じる意向がある旨、口頭によ

り回答 

12 月 27 日 病院局長 12 月 25 日のレストラン事業者からの回答を受け

ての説明 

⇒レストラン事業者の債務とならない対応の可

否、平成 30 年度行政財産使用許可（使用料減

免）、公表及び健康福祉委員会対応、事業者への

回答が 1月初旬となるため、3月議会での提案

は困難であることについて 

平成 31 年 1月 7日 病院局庶務課 経過報告及び 3月議会での提案をしない旨の連絡 

1 月 15 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 事業者から平成 30年 11 月 29 日提案内容に対し、

文書で回答〈参考資料８〉 

① 民事調停について応じる準備があるが、その

場合、平成 31年 3 月をもって撤退 

② 11 月 29 日提案の債務としない場合でも支払が

55 か月間の長期にわたるため、36か月を経過

すれば過去分の光熱水費を債務としない旨の

約束があれば運営を継続 

1 月 24 日 病院局長 レストラン事業者から 1月 15 日に受領した回答を

踏まえた今後の対応方針についての報告・相談 

1 月 25 日 副市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

2 月 14 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 井田病院の対応方針を文書で回答。最終確認文書

案を提示（確認文書については取り交わせていな

い。）〈参考資料９〉 

＊確認事項 

・未請求分の光熱水費を 55 回分割し、そのうち 1

～36 回分を支払うこと。また、37回分以降の残額

の支払は改めて協議を行うこと。 

・平成 30年 4月以降について、一般電灯・給水以

外の光熱水費も支払うこと。 

・レストラン営業を継続するためのスキーム（使

用料、営業時間）の見直し 

3 月 7 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 平成 30 年度行政財産使用許可申請書・行政財産使

用料免除申請書※及び平成 31年度行政財産使用許

可申請書等を受領 

※遡及により、平成 30年 2月 28 日付けで申請が

あったものとして処理 
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年 月日 相手方 内容 

平成 31 年 3月 8日 病院局経理担当 光熱水費の徴収方法について局経理に確認 

3 月 18 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 平成 30 年度行政財産使用許可書※及び平成 31 年

度行政財産許可書について、事業者宛て送付 

※遡及により、平成 30年 3月 22 日付けにて行政

財産使用許可及び同使用料免除を決定 

4 月 22 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 レストラン事業者に対し、平成 30年度分の光熱水

費の納入通知書（4,173,910 円）を送付 

令和元年 6 月 3 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 平成 30 年度分の光熱水費（4,173,910 円）納付 

6 月 18 日 副市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

8 月 6 日 市長 現状及び今後の対応方針についての報告 

令和 2年 4 月 20 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 新型コロナ感染症のため一般用食堂の営業を休止

したい旨の申し入れあり 

4 月 22 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 一般用食堂の営業を休止 

6 月 1 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 一般用食堂の営業を再開。営業時間は職員用食堂

と同じ平日の 10 時 30 分から 13 時 30 分まで 

9 月～ 

10 月 

－ 令和２年決算審査特別委員会にて審議 

9 月 29 日 病院局長 旧喫茶店事業者に対する水道料金等の未請求

（40,420 円）についての報告 

10 月 14 日 副市長 旧喫茶店事業者に対する水道料金等の未請求

（40,420 円）についての報告 

旧喫茶店事業者 水道料金等の未請求分（40,420 円）について旧喫

茶店事業者に連絡 

10 月 15 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 令和 3年 3月末をもって退店したい旨のレストラ

ン事業者の意向を確認 

市長 旧喫茶店事業者に対する水道料金等の未請求

（40,420 円）についての報告 

旧喫茶店事業者 旧喫茶店事業者に対し、納入通知書（40,420 円）

を送付 

－ 報道発表（井田病院における光熱水費の未請求に

ついて）〈参考資料 10〉 

10 月 26 日 ﾚｽﾄﾗﾝ事業者 レストラン事業者からの令和 2年 10 月 23 日付け

で今年度末をもって退店する旨の申出書の提出 

11 月～ 

12 月 

－ 令和２年第６回市議会定例会にて審議 

12 月 2日 病院局長 井田病院レストランの給湯使用水量に関する再調

査についての報告 
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年 月日 相手方 内容 

令和 2年 12 月 7日 副市長・市長 井田病院レストランの給湯使用水量に関する再調

査についての報告 

12 月 8日 － 報道発表（井田病院レストランの給湯使用水量に

関する再調査について）〈参考資料 11〉 

※病院事業管理者へは、病院局長への現状報告等の都度、その内容について同局長及び関係

職員から説明していたとのこと。
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２ 本事案に関する論点と外部有識者の意見

≪事案の発生原因≫

【論点１】なぜ、未請求状態等が発生したのか？

（１）病院局の考え方 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

井田病院の電気系統は、(A)一般電灯、(B)一般動力、(C)保安電灯、(D)保安動力の

４系統、水道は、(X)給水、(Y)給湯の２系統がある。このうち、レストランでは全て

の電気系統と水道を、売店では(A)(B)の電気系統と全ての水道を使用する設計となっ

ていたが、電力量計及び水道・温水メーター（以下「電力量計等」という。）の検針並

びに電気料金、水道料金及び下水道使用料（以下「電気料金等」という。）の請求を担

当する井田病院庶務課がこれらを認識しておらず、電力量計等の存在も把握していな

かったため、レストラン及び売店ともに、(A)及び(X)に係る検針や請求しか行ってい

なかった。 

また、当該庶務課が認識していなかったことを踏まえると、新棟整備の設計、施工

時に、病院局経営企画室再編整備担当（まちづくり局からの併任を含む。）において、

電力量計等設置の必要性の認識や検討が適切になされていなかった可能性や、引渡時

に病院側への情報伝達が適切になされていなかった可能性※も考えられる。 

※工事発注後の、市（監督員・事業局）及び設計・施工業者による定例会議（月２回（隔

週）を基本に実施）や電気分科会（おおむね毎週実施）の議事録を確認したところ、テナ

ントへの電気料金等の請求に関する言及はなかった。

あわせて、第１期竣工時における施工業者から井田病院庶務課への引継ぎ資料も確認

したが、やはり、同請求に関する記載はなかった。

また、まちづくり局施設整備部への聞き取り調査によれば、「井田病院ほどの大規模施

設であれば、電気料金等のテナントへの請求の有無にかかわらず施設管理のための監視

用電力量計等を設置するのは一般的であり、電気等の使用量は中央監視室のモニターで

確認できる。」、「ATM や自販機には検定品の電力量計を採用しており、同じ施設内で検

定品と未検定品を使い分けているということは、何らかの意図があったと推測される。」、

「テナントへの電気料金等の請求については、定額の場合など様々な方法がある。定額

での料金請求とするのであれば電力量計等の仕様や設置位置は今回のような形でも不思

議ではない。もし、設計段階でテナントの使用量に応じた支払といった契約内容が設計

側に伝わっていれば、検定品の電力量計等を見やすい位置に設置する。引継ぎについて

は、そういった内容を踏まえ行われていたのではないか。」とのことであった。

なお、竣工時において、喫茶店、レストラン、売店等の電力量計（一般電灯）は、仮に

料金の徴収を想定した際に、テナント事業者が確認することも容易な１階ＥＰＳ内に設

置されている一方で、一般動力（レストラン・売店）、保安動力（レストラン）、保安電灯

（レストラン）の各電力量計については、テナント事業者による立入り、確認が困難な地

下電気室に設置されていた。
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＜喫茶店の事案について＞ 

平成 30 年１月に上下水道料金の請求額に計算誤りがあることが判明したため、平

成 29 年９月まで喫茶店を運営していた旧喫茶店事業者及び平成 29 年 10 月以降に喫

茶店を運営している現喫茶店事業者に対して、消滅時効を 10 年と考え、計算誤りに

伴う不足分光熱水費を請求した。 

現喫茶店事業者は承諾し不足分を支払った。一方、旧喫茶店事業者は消滅時効５年

の適用が妥当との見解を示し、支払に応じていなかった。 

その後、レストラン事業者への法的措置も含めた対応の検討等に注力する余り、旧

喫茶店事業者との協議・調整が進んでおらず、結果として未請求のままとなっていた。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

本来、光熱水費の徴収を所管する井田病院庶務課において、公募・使用許可等に際

して用いる資料の確認や施工業者・まちづくり局からの聴取等により、レストラン・

売店事業者に供給される電気・水道の系統を把握する必要があったと考えられる。 

加えて、以下の点を指摘できる。 

レストランの電気系統については、平成 24 年４月の行政財産使用許可書添付の「レ

ストラン設備諸条件一覧表」〈参考資料 12〉には、電気設備として、「電灯」・「動力」

それぞれに「商用電源」・「発電機電源」の記載があり、レストラン事業者への電気系

統が４系統あることを把握することは難しくなかったと思われる。 

売店の電気系統についても、同様に「売店設備諸条件一覧表」〈参考資料 13〉に電

気設備として「電灯」・「動力」の記載があり、売店事業者への電気系統が２系統ある

ことを把握することは難しくなかったと思われる。 

また、水道については、レストラン及び売店とも、公募資料添付の衛生図面〈参考

資料 14・15〉中、「給水」「給湯」の記載があり、各事業者への水道がそれぞれ２系統

あることを把握することは難しくなかったと思われる。 

なお、設計を担当したまちづくり局についても、電力量計を検定品とするか否かの

判断をするために、工事発注後の定例会議等において、井田病院庶務課に対し、レス

トラン事業者等への光熱水費の徴収の有無を確認することが望ましかったと思われ

る。 

＜喫茶店の事案について＞ 

水道料金等の徴収額に計算誤りが生じた原因は判然としないが、徴収を所管する井

田病院庶務課における不注意・確認漏れが原因と思われる。 

計算誤りが判明後、支払いに応じない事業者に対しては、法的措置等を検討する必

要があったと考えられる。 
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佐久間氏 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

請求担当の庶務課職員と施設整備担当者は、レストラン及び売店において使用され

る電気と水道の系統を把握し、これを測定・請求する方法を把握していることが必要

である。すなわち、①施設整備担当者は事業者が使用する電気系統等を全て把握し、

その測定メーター設置などを踏まえて施設整備を実施し、これを請求担当庶務課職員

に伝達することが必要であり、また②請求担当の庶務課職員も事業者の使用実態を踏

まえた適切な請求業務を実施することが必要であることから、少なくとも初期の段階

では請求に漏れがないことを実地検査するなどして確認することが必要であって、施

設整備に不足があった場合にはこれを施設整備担当者へ伝達することが必要であっ

たと考えられる。結局、電力量計等の測定・請求の網羅性をチェックする牽制機能が

施設整備部署内にも請求部署内にも存在せず、しかも担当部署以外が監査等を実施し

て測定・請求を検証する内部統制も働いていなかった。 

＜喫茶店の事案について＞ 

請求金額の計算の正確性を計算担当者以外がチェックするという担当部署内の牽

制機能が働いていなかった。 

坂本氏 

病院には、保安電灯や保安動力は必ずあり、その存在は、川崎市の設計部門、工事

部門であれば知っているはずである。本件についても、設置目的は定かでないが、設

計段階から子メーター設置の市の指示があり、現に子メーターは存在している。 

したがって、未請求の状況が発生したのは、川崎市の設計部門、工事部門が施工業

者を通して電気・水道の各系統の存在と子メーターについて庶務課に知らせていなか

ったこと、あるいは庶務課から確認を行わなかったことなど、相互の連携不足が原因

である。 

【論点２】なぜ、未請求の状況に５年以上の間、気づかなかったのか？ 

（１）病院局の考え方 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

旧棟では電気及び水道ともに１系統のみの使用であったことから、井田病院庶務課

が、従前どおりそれぞれ１系統の分について請求していたことに、疑問を感じなかっ

た。また、後任の担当者についても、引継ぎ等を受け、把握しているメーター分の電

気料金等については請求していたことから、考えが及ばなかった。 

ただし、公募の仕様書を詳細に確認すれば図面等から他の電気系統や給湯の使用を

把握できたため、初動での確認ができなかったことの影響が大きいと考える。 
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（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

本来、光熱水費の徴収を所管する井田病院庶務課において、レストラン・売店事業

者の負担すべき光熱水費について、点検する必要があったと考えられる。 

水道については、毎月、中央監視室のモニターで給水の検針値を確認して給水費の

徴収を行っていたようだが、同モニター上、給水の検針値の隣に給湯の検針値も表示

されている〈参考資料 16〉ことから、給湯費についても徴収すべきという点に気づく

ことは困難ではなかったと思われる。 

佐久間氏 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

請求担当の庶務課職員は、レストラン及び売店において使用される電気と水道の系

統を把握し、これを測定・請求する方法を把握していることが必要である。したがっ

て、口頭や書面による引継ぎだけでなく、少なくとも引継ぎの段階では請求に漏れが

ないことを実地検査するなどして確認し、必要に応じて関係部署へ報告することが必

要であったと考えられる。結局、電力量計等の測定・請求の網羅性をチェックする牽

制機能が施設整備部署内にも請求部署内にも存在せず、しかも担当部署以外が監査等

を実施して測定・請求を検証する内部統制も働いていなかった。 

坂本氏 

平成 25 年当時も一般の病院において一般動力や、保安電灯・動力があることは常

識であり、そのあたりのことを分かっている庶務課管理係がある庶務課で、電気料金

の削減等を検討する会議などが行われることも考えられるが、５年間もの間、一般動

力等の存在を知らない状態が続いたことは、極めて異例なことといえる。 

≪未請求判明時の対応≫ 

【論点３】なぜ、市長・副市長への報告が遅れたのか？ 

（１）病院局の考え方 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

売店事業者からの照会がきっかけで平成 29 年 10 月 28 日に電力量計（一般動力）

の存在や、これが未検定品であることが判明し、このことに関連した調査を進める中

で、平成 30 年１月には、給湯に係る温水メーターが存在することや、これが一定期

間において異常値を示していたこと、過去請求してきた水道料金等に計算誤りがあっ

たこと、さらに、２月には電力量計（一般動力）の誤表示、３月には電力量計（保安

電灯、保安動力）の存在などが次々と明らかになり、状況の整理、未請求額の確定等

に時間を要してしまったため、副市長への報告が平成 30 年４月 27 日、市長への報告

が平成 30 年５月８日と遅くなってしまった。 
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＜喫茶店の事案について＞ 

レストラン等の光熱水費の調査を行っている中、平成 30 年１月上旬に水道料金等

の請求額に誤りがあることが判明したが、請求額を計算する際の事務ミスであったこ

とから、レストラン等への光熱水費の未請求事案とは切り分けて対応していくことと

し、市長及び副市長への報告は行っていなかった。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

一般動力の存在等が判明し、未請求の期間に照らして未請求額が相当の規模となる

重大なミスの存在が明らかとなった以上、病院事業管理者のみならず、早急に市長・

副市長へも報告すべきであったと考えられる。 

この点、次々に問題が判明して状況の整理、未請求額の確定に時間を要したという

事情があったために若干報告が遅れることには仕方がない面もあるが、当初の問題判

明から市長・副市長への報告まで約６か月間経過している点、遅いと言える。 

＜喫茶店の事案について＞ 

請求額を計算する際の事務ミスであったこと、規模としても数万円程度であること

から、早急に市長・副市長へ報告すべきであったとまでは言えないように思われる。 

佐久間氏 

複数の問題が連続して発覚しており、その都度必要に応じて、少なくとも概況だけ

でも報告すべきであったと考えられる。今後は、問題発生の重要性・緊急性に応じた

報告のルート・時期・内容などのルールを定め、これを運用することが望まれる。 

坂本氏 

病院事業管理者は、病院の業務執行に関し、その地方公共団体を代表するため、基

本的には、病院事業管理者に報告がなされていれば、問題はない。市長・副市長にど

う報告するかは、川崎市内部の問題である。 

【論点４】なぜ、公表しなかったのか？ 

（１）病院局の考え方 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

売店事業者からの照会がきっかけで平成 29 年 10 月 28 日に電力量計（一般動力）

の存在や、これが未検定品であることが判明したが、このことに関連した調査を進め

る中で、他の電力量計や給湯に係る温水メーターの存在などが次々と明らかになり、

これらの状況の整理、未請求額の確定に重きをおいてしまったため、公表に至らなか

った。 

なお、レストランについては、当初、事業者側に支払いの意思がなかったことから、

民事調停やそれに伴う公表も検討していたが、その後、同事業者側が運営継続と未請

求光熱水費の支払の意思を提示してきたため、公表することによりその意思を撤回さ

れることを懸念したためである。 
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＜喫茶店の事案について＞ 

レストラン等の光熱水費の調査を行っている中、平成 30 年１月上旬に水道料金等

の請求額に誤りがあることが判明したが、当該水道料金等の請求額の誤りはレストラ

ン及び売店にも同様に発生していたことから、当該事案の公表はレストラン等の事案

と同時に行うべきものと考えていた。そのため、結果的に公表のタイミングを逸して

しまった。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

＜レストラン及び売店の事案について＞ 

 内容や金額等に照らして重大なミス等が判明した場合、住民の福祉の増進を基本と

する自治体は、速やかに公表し、説明責任を果たす必要があると考えられる。 

 本件で、問題の全容が判明し、未請求額が一応確定した時点で、速やかに公表すべ

きであったように思われる。 

 事業者側の支払意思の表明を受け、公表による意思の撤回を懸念して公表を控えた

という点については、過度に事業者側の意向を考慮するあまり、説明責任を果たすべ

き時機を逸し、ひいては市民の信頼を損ねる結果を招いたと思われる。 

＜喫茶店の事案について＞ 

 喫茶店に対する請求誤りについては、金額も数万円程度であること、水道料金等の

請求額の誤りはレストラン及び売店にも同様に発生していたことから、レストラン等

の事案と同時に公表を行うという判断は不当でないように思われる。 

佐久間氏 

複数の問題が連続して発覚しており、その都度必要に応じて、少なくとも概況だけ

でも公表すべきであったと考えられる。今後は、問題発生の重要性・緊急性に応じた

公表の事項・時期・内容などのルールを定め、これを運用することが望まれる。なお、

レストラン事業者側の運営継続の意思の有無によって、公表の要否を判断すべきでは

ないと考えられる。 

坂本氏 

川崎市及び病院局の公表ルールが定かでないため、公表が遅れたことの是非は判断

できないが、他の地方公共団体の運用では、請求漏れが分かった時点、遅くとも全関

係事業者に請求漏れの謝罪を終えた時点で、公表するのが一般的だと思われる。解決

に時間がかかる場合は、ミスの発生と解決策は分けて考え、それぞれ公表すべきであ

って、ミスのイメージを少なくするため、解決（状況の整理・未請求額の確定）に重

きを置いたことが公表の遅れを招いたものである。 
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≪財務処理（レストラン）≫ 

【論点５】なぜ、未請求分の光熱水費を分割納付することについて、文書

での取り交わしがされていないのか？ 

（１）病院局の考え方 

事業者には分割納付についての確認文書（覚書）を提示し、取り交わしを求めてい

たが、事業者が確認文書を取り交わすことに応じなかったためである。当初、事業者

側の担当者との協議では、確認文書を交わすことで話を進めていたが、最終的には事

業者側の債務として抱えたくない旨の意向が強く働いたものと考えられる。 

なお、確認文書はないものの、事業者側からは毎月、適切に分割納付がなされてい

たことから、そのままとなり今日に至ってしまったが、毎月の返済が途切れれば、直

ちに訴訟等へ移行すべきだと考えていた。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

文書を取り交わせない状態のままである点、支払い時期・金額が不明確となること

から、不適切な処理であると思われる。 

佐久間氏 

本来、一括請求すべきであったと考えられる。なお、事業者による分割納付が承認

される事案であったとしても、確認文書（覚書）が存在しないことから、①過年度の

納付分が適切であったことを、また②将来も分割納付されることを、判断することが

できない。分割納付が承認される事案であったとしても、確認文書（覚書）を継続的

に事業者へ依頼することが必要であったと考えられる。 

坂本氏 

病院側から覚書案の提示をしているが、令和３年４月以降の未請求光熱水費の支払

について合意が得られなかったため、文書の取り交わしがなされていないものであり、

そのことは問題である。ただ、令和３年３月までの支払い分については、合意があり、

その内容に従って支払いがなされており、文書の取り交わしがなされていなかったこ

とは、やむを得ない部分もある。 

【論点６】なぜ、未請求分の光熱水費について、一括で調定せず、請求の

都度の調定としたのか？ 

（１）病院局の考え方 

未請求光熱水費の算定に当たっては、電力量計の存在などが次々と明らかになり、

事業者側への丁寧な説明が必要と考えたことや、事業者側の合意が得られなかったこ

とから、一括調定には至らなかった。 

一方で、分割納付という実態があったため、この点については経理処理上、実態に
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即した計上が必要となることから都度調定していたものである。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

地方自治体に対する債務は、一度に履行することを原則としているが、地方自治法

施行令第 171 条の６に基づく履行期限延長による分割納付の場合、分割納付されるべ

き金額について納付期限の到来ごとに調定すべきとされる（逐条地方自治法第 231 条

【解釈】三、川崎市金銭会計規則第 45 条参照）。 

本件は、かかる履行期限延長による分割納付の場合に該当しないことから、一括し

て調定する必要があったものと思われる。 

佐久間氏 

本来、一括請求すべきであったと考えられる。しかしながら、それを事業者が合意

しなかったのであれば、その理由（事業者側と市側の主張）とその是非を検討し、そ

れを記録することが必要であると考えられる。 

坂本氏 

病院側が、事業者側との合意をもって未請求分の光熱水費の額を確定しようとして

いたのであれば、全体の額が確定していない以上、一括調定はできないと思われる。 

≪行政財産目的外使用許可に関する処理（レストラン）≫ 

【論点７】なぜ、レストラン事業者に対し、行政財産使用料を免除したの

か？利益供与には当たらないのか？ 

（１）病院局の考え方 

新たな電力量計等の判明により、レストラン運営のために必要な電気料金等が当初

想定をはるかに上回る額となった。そのため、次のような状況を考慮し、レストラン

営業の継続及び未請求分電気料金等の回収を前提に、総合的に事業スキームを見直し、

規定※に基づき行政財産使用料を免除したものである。 

ア 平成 29 年度レストラン事業者公募の際に、様々な事業者への声掛け等を行った

が、最終的には当該事業者１社のみの応募であったこと。 

イ 区役所等のレストランでも使用料を免除しながらも撤退が相次いでいたこと。 

ウ 多摩病院では、レストラン事業者から補助を求められていたが、結局は撤退した

こと。 

エ 平成 29 年度のレストラン事業者公募の際に提示した電気料金等 35,000 円に対

し、今後は 15 万円程度支払が増加すること。 

オ レストラン事業者からは新たに判明した電力量計等を踏まえた月々の電気料金

等では、営業が立ち行かなくなることから撤退する意向が示されており、併せて過

去分の支払など到底できないとされていたこと。 

カ 過去５年間において 1,000 万円を超える使用料を納めてもらっており、早い段階

で未請求が判明していれば、レストラン事業者側からすれば使用料の減免の協議や
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撤退についての検討ができたこと。 

キ 司法の場での解決も提案もしてきたが、営業が途切れてしまい、ますます回収が

困難になる可能性があり、話し合いによる解決を優先したこと。また、当初予定し

ていた５年間の営業期間内での解決を図ろうと考えたこと。 

ク 井田病院の周辺には飲食店が存在しないことから、検査のため朝食を抜いたり、

診察でお昼をまたいだりする患者さんや面会で来院される方々へのサービス、及び

職員の福利厚生として温かい食事を提供できる院内のレストランは不可欠である

こと。また、病院職員の人材確保の面においても職員食堂があることは重要であり

営業の継続を優先する必要があったこと。 

ケ 病院経営において特に赤字が続いている井田病院にあっては、可能な限り未請求

分を回収することが必要であり、訴訟等に委ねた場合の費用やその結果によっては

回収が困難となる可能性も考慮したこと。 

※病院局によれば、川崎市病院局行政財産使用料算定要領〈参考資料 17〉「別表第２使用

料減免基準」中の「３ 会計規程第 98 条第３号／管理者が特別の理由があると認めたと

き。」、「（１）本局職員の福利厚生事業に使用するとき。」及び「（３）市有施設（医療、福

祉、教育）を利用する者のために、食堂、売店等の厚生施設を設置する場合で、本市が当

該施設利用者の負担を軽減するために、利用料、販売価格等を指導しているとき。」の双

方に該当するとされる。 

 （１）の「本局職員の福利厚生事業に使用」に関連し、テイクアウトを含むレストラン

の職員利用率は、平成 30 年度、令和元年度は、共に通年で約 15％であり、１日当たり延

べ 100 名程度が利用している。なお、令和２年度は、９月（単月）現在で 12.5％であり、

４月の 14.4％から減少傾向にある。 

 （３）の「本市が当該施設利用者の負担を軽減するために、利用料、販売価格等を指導

している」に関し、平成 29 年 11 月からの行政財産使用許可に関する公募を行う際の「川

崎市立井田病院におけるレストラン運営仕様書（当初の許可日から５年を超えない範囲

での更新を妨げないことも記載）〈参考資料 18〉」の「４ レストランの使用条件」、「（11）

提供メニュー・サービス及び提供価格」に「レストラン利用者の増大を図るため、より高

い品質を保持した上、より低価格で提供できるよう努めなければならない。」との記載が

ある。 

また、毎年度の使用開始前に通知する行政財産使用許可書に記載の許可条件〈参考資料

19〉には「28 レストラン利用者の増大を図るため、より高い品質を保持した上、より低

価格で提供できるよう努めなければならない。提供メニュー・サービス及び提供価格は、

事前提案内容に基づき、販売前に書面を提出し管理者の確認を受けること。また、変更す

る場合は病院と協議すること。」とあるほか、利用者の利便性の向上に資する、又はレス

トランの利益に影響を及ぼす項目として、「21 レストランフロア内の通路は車椅子が通

行可能な幅を確保するなど、車椅子使用者への配慮をすること。」や「27 レストランの営

業方式は、利用者の動線・建物構造、病院の性格上の制約等に配慮したものとし、一般用

レストランは来院者等の利用が多いことに留意したうえで、従業員が利用者から注文を

とる方式で営業を行うこと。また、職員用レストランは、利用時間が、昼食時間帯に集中

することを考慮に入れて、スムーズに販売精算できる方式を取り入れること。なお、具体

的な営業内容については、提案書に基づき病院と協議の上、決定する。」 

などがある。ただし、平成 30 年度は、遡及により使用許可証の通知がなされているため、

同年度の使用の開始に当たり、これらの項目は、レストラン事業者に示されていない。 

その他、直近の実際のやり取りとして、消費税率の変更や食材費・人件費の高騰などを

理由としたレストラン事業者からの価格変更の申入れと、これに対する病院側からの価

格抑制の協議の申出等を書面にて確認した。 
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（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

①使用料免除の必要条件該当性 

川崎市病院局行政財産使用料算定要領別表第２の第３項 

「 本局職員の福利厚生事業に使用、 市有施設を利用する者のために、食堂、売店

等の厚生施設を設置する場合で、本市が当該施設利用者の負担を軽減するために、利

用料、販売価格等を指導しているとき」 

本件で、 に該当すると考えられる。

なお、 については、行政財産使用許可書別紙「許可条件」第 28 項に「提供価格

は、事前提案内容に基づき、・・・管理者の確認を受けること。また、変更する場合は

病院と協議すること。」とある点で「指導」に該当すると判断する余地もあるように思

われる。 

②裁量の逸脱等（ひいては利益供与）の有無 

以下の点に照らし、使用料を免除する判断自体については、裁量の逸脱ないし違法

な利益供与があったと認定することは困難に思われる。 

 ⅰ 毎月の光熱水費の負担の急増（毎月 15 万円前後の増加） 

 ⅱ 事業者の平成 24 年度～26 年度の収支実績によれば、一部光熱水費未請求でも

月間数百万円の赤字であり、光熱水費の追加請求分を反映させると赤字が大幅に

増大することが伺われる。 

 ⅲ 平成 27 年度以降も売上げがほぼ同じで改善が見込めない。 

 ⅳ レストラン事業継続による病院の利益（福利厚生他） 

佐久間氏 

事業開始時に複数の事業スキームを十分に検討した上で公募を実施すべきであっ

たが、これがなされていなかったと考えられる。今後は、様々な事業スキームを検討

した上で公募を実施することが望まれる。また、本件は使用料免除のスキームへ変更

する際、原則的には新スキームによる公募を改めて実施するべきものと考えられる。

本件では、新スキームによる公募を実施していなかったことから、事業を継続した事

業者が有利になっていると考えられる。 

坂本氏 

平成 30 年度の行政財産使用許可伺によれば、使用料の免除理由について、「大幅な

利用者の増加が見込めず、収益を確保することが困難」という事業者の報告を理由に

会計規程第 98 条第３号を適用し、免除を決定している。第 98 条第３号の適用に当た

っては、川崎市病院局行政財産使用料算定要領別表第２「使用料減免基準」によるこ

ととされている。そこでは「利用者の負担軽減のための利用料、販売価格等の指導」

が求められているが、許可条件にある提供価格について十分な指導がなされたのか明

確でないこと、直近の実績比較を行った形跡がみられないこと、また、伺いの免除理

由の中で実績検討に一切触れていないことなどに加え、事業者から撤退の意思を示さ

れていたことを踏まえると、この免除が光熱水費の問題と全く無関係に検討されたと
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は考えにくく、事業者に対して、未請求の光熱水費に充当するため使用料の免除を行

う提案がされていることからも、未請求の光熱水費を実質的に免除するための使用料

の免除であったと言わざるを得ない。 

なお、光熱水費については一般電灯分等しか請求していなかったため、５年後にそ

の他の電気料金等を支払うことになり、そのことによる実績比較や収支見込みを行っ

た上で、経営悪化や事業継続を理由に使用料の免除は可能であったと思われる。 

【論点８】なぜ、行政財産の目的外使用許可と使用料の免除を遡及によ

り処理したのか？ 

（１）病院局の考え方 

当該事業者は、未請求光熱水費の支払いやレストラン運営の継続についての協議中

においても、患者サービス等が低下しないようレストラン事業を継続していた。 

その後、事業者との事業継続と未請求光熱水費の一部支払いの合意等が得られたた

め、行政財産使用許可の手続を進めることとしたが、遡及しないで使用許可を行うこ

ととした場合、運営実態に合わせた行政財産の目的外使用許可を行わない期間が発生

してしまうことから、遡及処理を行ったものである。 

また、同時に使用料の免除申請を受けたが、使用料の免除については、判明した本

来の光熱水費（電気４系統、水道２系統）を支払いながらレストラン運営が可能な事

業者はほぼ無いものと判断し、レストラン継続の観点から本市が提案したものである

ことから、その趣旨に照らし、年度当初からの免除が適当として、遡及処理を行った

ものである。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

遡及処理は法的根拠がなく、不適切である。 

しかも本件は、期間が約１年と非常に長いばかりか、使用許可に加えて使用料免除

も遡及処理しており、程度が著しい。 

公表の遅れとあいまって、市民に疑念を抱かせかねない不明瞭な事務と言わざるを

得ない。 

佐久間氏 

行政財産の目的外使用許可とその使用料の免除は、使用前に書面をもって通知する

ことが必要である。本件では前年度からの財産使用・レストラン事業が継続しており、

市もそれを現実として排除しようとしていないことから、その使用実態と使用許可を

整合するよう年度当初に遡及して許可せざるを得なかったと理解することができる。

しかしながら、免除は現実として年度当初から認めていたわけではないことから、年

度当初に遡及して適用すべきではないと考えられる。 

20



19 

坂本氏 

遡及適用ではなく、遡りによる使用許可である。契約を遡って締結することができ

ないように、行政財産の目的外使用許可を遡ってすることはできない。日付を遡ろう

と、実際に許可した日以前は許可なく行政財産を使用していたことに変わりない。 

【論点９】なぜ、代わりの事業者を見つけることはしなかったのか？ 

（１）病院局の考え方 

実際に使用していた光熱水費の額が判明した後、病院内でレストラン営業を行った

ことのある複数の事業者に確認したが、当該光熱水費を支払いながらのレストラン運

営は難しいとの回答（口頭）をいただいていたこと、多摩病院においてもレストラン

が撤退したこと、区役所等のレストランでも使用料を免除しながらも撤退が相次いで

いたことなどから、現事業者によるレストランの営業を継続しながら過去分を回収す

るという手法が病院経営上、最も有効と判断した。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

複数の事業者に打診したとするが、資料による裏付けがない。 

本来の光熱水費を前提としつつも、使用料次第では新たに参画する業者もあった可

能性は否定できないと思われる。 

佐久間氏 

①行政財産使用料免除という事業スキーム、②川崎市の他の市立病院と抱き合わせ

た事業スキーム、③業務委託など複数の事業スキームを検討した上で、改めて公募す

れば代わりの事業者を見つけることができた可能性を否定し得ないと考えられる。 

坂本氏 

その時点での選択肢としては、①現事業者に限定的な使用許可を出す、②代わりの

事業者を見つける、③レストランを休止する、のいずれかである。このような状況に

もかかわらず、必要な手続を取らず、病院側が現事業者の運営にこだわったためであ

る。 

≪事業者への請求に関する処理≫ 

【論点 10】未請求分光熱水費の時効を 10年間（不当利得）として事業者

に請求した行為は適切なのか？ 

（１）病院局の考え方 

光熱水費は、実際に事業者が使用した分を支払う義務があり、その一部の請求が漏

れていたことから、本市としては民法第 703 条（不当利得の返還義務）の適用が適当

と判断したものである。 

なお、旧喫茶店事業者は、旧商法第 522 条（商事消滅時効）の適用（時効５年間）

が妥当との見解を示している。 
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（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

法律・判例上明確とは言えない以上、時効期間を 10 年（旧民法第 167 条第１項）

として請求することが不適切とは言えないと考えられる。 

一方で、裁判所において時効期間を５年（旧商法第 522 条）と解する可能性もある

と考えられる。 

坂本氏 

形式的には行政財産使用許可の許可条件に定められている光熱水費だが、実質的に

は賃貸借契約に基づく借主負担の光熱水費が払われていないので、契約に基づく請求

であると考えられる。したがって、時効は管理費等の定期給付債権の５年（旧民法第

169 条）か賃貸借契約に基づく商事債権の５年（旧商法第 522 条）が妥当ではないか

と思われる。 

【論点 11】光熱水費の算定に当たり、未検定品の電力量計を用いること

は適当か？ 

（１）病院局の考え方 

事業者に光熱水費を請求するために必要な電力量計については、従前から検定品

（定期交換も実施）を使用していたが、単に院内の管理用に必要な電力量計について

は、未検定品（定期交換も未実施）を使用していた。 

しかしながら、新棟整備の設計や施工時において、当該電力量計を用いてレストラ

ン事業者等に電気料金を請求することが、病院局及びまちづくり局、設計・施工業者

との間で共通認識となっておらず、結果として、新棟竣工時（平成 24 年１月）には、

全ての電力量計が未検定となっていた。 

このうち(A)一般電灯の電力量計については、計量検査所の立入検査を受け平成 25

年 10 月に検定済みのものに交換、また、(B)一般動力、(C)保安電灯、(D)保安動力の

電力量計については、平成 30 年６月に検定済みのものに交換した。 

本来であれば、検定品（定期交換済み）を用いるべきであったが、いずれの電力量

計（未検定品）についても、交換する際に正しく動作していたことを確認した〈参考

資料 20〉ことから、請求額も適正と考えたものである。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

本来、未検定品の電力量計を使用して請求することは、計量法第 16 条の規定に照

らし、適当とは言えない。 

もっとも、未検定品の電力量計を使用して請求した場合に請求が認められないこと

になるとする法律・判例は見当たらない。 

むしろ、未検定品であるという一点で、一切請求が認められないというのは、やや

厳格すぎて公平を害すると思われる。 
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そこで、未検定品の電力量計を用いた請求が正確であることを裏付ける根拠があれ

ば、請求が認められる余地があると考えられる。 

本件で、一般動力について、未検定品の電力量計が検定品同様の動きがあったこと

（ひいては請求が正確であること）については〈参考資料 20〉から一応の裏付けがあ

ると思われる。 

他方、保安電灯・保安動力について、未検定品の電力量計が検定品同様の動きがあ

ったことについては病院担当者の視認で確認したというだけではやや不十分に思わ

れ、より客観的な裏付けが必要であるように思われる。 

佐久間氏 

未検定品による電力量計を用いて光熱水費を算定することは不適当である。しかし

ながら、未検定品であることをもって光熱水費を請求しないことも不適当であると考

えられる。したがって、未検定品が正しく作動していたことを確認した上で、その電

力量計に基づく光熱水費を計算し、事業者へ請求せざるを得ないと考えられる。 

≪レストラン事業者の給湯分使用水量の算定誤り≫ 

【論点 12】なぜ、レストラン事業者の給湯分の使用水量の算定方法が誤

っていたことに気づかなかったのか？ 

（１）病院局の考え方 

レストランの給湯は循環方式であり、往きメーターの値から還りメーターの値を差

し引き、使用水量を算定すべきところ、そのことを組織として認識していなかった。 

ただし、毎月の光熱水費請求に係る調定伺には、メーター値の根拠となる資料が添

付されていたことから、決裁時に組織として、２つのメーターの存在や使用水量の算

定方法に疑義があることを把握する機会はあった。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

 長期間にわたる未請求の判明後である以上、組織として、より高い緊張感をもって、

適正な請求額の算出を行う必要があったと考えられる。 

佐久間氏 

本件について正しい算定方法を施設管理担当は認識していながら、その実測値が異

常値であると判断し、異なる算定方法で行政財産使用許可担当へ報告している。本来、

このような異常値を把握した場合、温水メーター（給湯分）設置事業者、工事施工業

者、レストラン事業者、まちづくり局にその旨を報告し、原因を調査した上で、必要

な対策を講じなければならないと考えられる。 

また、毎月の調定伺に添付されていた資料から算定方法に疑義があることを行政財

産使用許可担当も知り得たということであるが、本来は行政財産使用許可担当も正し

い算定方法を事業開始の当初から理解していることが必要であり、その上で、正しい

算定方法による報告がなされているか否かを確認することが必要であったと考えら
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れる。 

結局のところ、本論点も、論点１及び論点２と同じ問題に帰着する。すなわち、組

織としてのチェック体制の不備、内部牽制機能が不全であったと言わざるを得ない。 

坂本氏 

レストランの給湯が循環方式で往きメーターの値から還りメーターの値を差し引

いて使用水量を算定することを分かっている施設管理担当が、仮に還りメーターの値

が適正でないと判断しても、往きメーターの値のみを使用水量として請求担当に報告

していたことは、明らかに不適切な行為であり、当該施設管理担当は上司等に報告し、

組織として循環方式を止める等の対応策を取るべきであった。具体的に組織として算

定の疑義をどのように把握できるのか定かではないが、電気系統の問題を含めて、市

の技術部門と病院側、病院内の施設管理部門と事務部門の間に情報共有がなされてい

ないことや、組織間の風通しの悪さが感じられ、そのことが根本的な原因ではないか

と思われる。 

【論点 13】レストラン事業者の給湯分の使用水量の算定方法が誤ってい

たことに関し、実測によらない方法で過去の使用水量を推定

し、水道料金等の清算をすることは適当か？ 

（１）病院局の考え方 

還りメーターは逆流等により過去から異常値を示しており、現在も正しい水量を測

定できない状況にある。 

今後、還りメーター側のバルブを閉めることにより湯を循環させないようにし、往

きメーターのみを活用し、正確な使用水量を計測するが、この値も参考としながら、

過去の使用水量を推定し、水道料金等を清算していく予定である。 

なお、本局において、平成３年度～平成 26 年度に準用していた平成３年１月 25 日

付け企画財政局長通知による「目的外使用許可に伴う光熱水費の取扱いについて」〈参

考資料 21〉では、メーター値等による算出が困難な場合は、実績に即した方法により

算出する旨、また、平成 27 年度以降において準用している平成 27 年１月 19 日付け

財政局長通知による「行政財産の目的外使用許可に係る光熱水費等の算定基準」〈参

考資料 22〉では、メーター値等による算出が適当でない場合は、使用状況等を勘案し

算定することができる旨記載されている。 

（２）外部有識者の意見 

床呂氏 

実測に基づいて給湯使用水量を算出することが不可能である以上、使用状況等に基

づき算出し請求することは、適当と考えられる。 

佐久間氏 

水道料金等を清算するに当たって、使用数量に異常値が認められる場合、この異常

値を調整しないで請求することは不合理であることから、合理的な算定方法を検討・
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構築した上、これを事業者と協議して合意を得ることが必要であると考えられる。 

坂本氏 

病院側として、メーターによる使用水量が誤っていると判断したのであれば、今後

の正確な使用水量や過去の使用水量からの推定値をもとに、水道料金等の清算をする

ことは、可能であると思われる。ただし、その場合は、相手方との合意が必要である。 
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３ まとめ

本件は、行政財産の目的外使用許可及び貸付といった、いわば、附随事業の執行又

は管理上の不備に端を発するものである。こうした事業は、安全・安心で良質な医療

サービスの提供といった本来事業を進める中で、おざなりになりがちであるが、そこ

から発生した不適切事案が、日々奮闘を続けている医師、看護師等の病院職員の士気

を低下させるだけでなく、病院事業全体の信頼をも失墜させかねないことは、常に念

頭に置かなければならない。

また、本意見書の論点に掲げた各事案について、現在の状況に至る原因や過程は

様々ではあるが、光熱水費の未請求状態の発生や、公表の遅延、事務の著しい遡及処

理などは、組織としてのリスク管理不足や、コンプライアンス意識の欠如に起因する

ものである。本件の検証を進める中においても、レストランの給湯使用量の算定誤り

が新たに発覚するなど、組織としての対応の不備が明らかになった。

本件は、改正地方自治法の施行による、いわば、地方自治体における内部統制元年

に発覚してしまった事案であるが、これを契機として病院事業における組織としての

リスク管理の徹底やコンプライアンス意識の醸成、ひいては、将来的な内部統制の発

展が図られていくことを強く望むものである。
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２川病総庶第１２４８号 

令和２年１０月２３日 

 川崎市長 様

病院事業管理者 

井田病院における光熱水費未請求事案に関連した一連の処理及び対応

状況等に関わる検証作業について（依頼）

 井田病院において平成２９年度に判明したレストラン事業者等への光熱水費の一

部未請求に伴う処理及び対応状況等について、不適切な実態がありました。

 本来であれば、病院局内において検証作業を行うべきところではありますが、当該

事案については病院局本庁部門及び井田病院が一体となり対応してきた経緯がござ

います。

 つきましては、当該処理及び対応状況等についての検証作業を行うにあたり、透明

性及び客観性を担保することが求められますことから、市長事務部局において当該検

証作業を担っていただくことについて、特段の御配慮をいただきたく宜しくお願いい

たします。

（病院局総務部庶務課 関担当）

内線７０２１０
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